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設問１（１） 

１ 詐欺罪（刑法２４６条１項）における「欺」く行為は疑罔行為のことであり，疑罔行為

は処分行為に向けて人を錯誤に陥らせるものを言う。疑罔行為の対象は財物交付の基礎と

なる重要な事項に限られる。 

２ 未遂犯の処罰根拠は，結果発生の現実的危険性を有する点にある。そして，危険概念は

程度問題であるから，未遂犯の処罰範囲の明確にする必要がある。そこで，未遂犯は，結果

発生の現実的危険性を有する行為であって，実行行為と密接に関連する行為をいうと解す

る。そして，詐欺罪においては，財物交付の文言を述べなくとも，財物を交付させる現実的

危険性を有する行為であって，それが財物交付させる行為と密接に関連する場合には，詐欺

罪の実効の着手があったと言えると解する。 

３ １回目の電話により甲は A に対して警察官と偽り，身分を誤信させ，２回目の電話で

捜査のため必要があるとして現金を自宅に用意させている。その後，甲らの計画に沿って警

察官を装った乙，丙が現金を A から受け取るというものであるから，２回目の電話の時点

で A が乙らに現金を交付させる危険性が高まっているといえる。２回目の電話は，乙らが

現金を預けてほしいという現金交付の文言を述べる上で，自宅に現金を用意させるという

意味で財物を交付させる行為と密接に関連するといえる。これらを踏まえると，２回目の電

話は，財物を交付させる現実的危険性を有する行為であって，それが財物交付させる行為と

密接に関連する行為といえる。甲は２回目の電話の後，実際に現金を騙し取ることができな

かったのであるから，実効の着手はあったが結果は発生していないとして，詐欺未遂罪が成

立する。 

設問１（２） 

１ ③の時点で実効の着手が認められる。以下，理由を説明する。 

２ 前記のとおり，甲らの計画を前提とすると，２回目の電話の時点で A が乙らに現金を

交付させる危険性が高まっている。１回目の電話の時点では，警察官と偽るのみで現金を交

付させるような文言を述べていないし，警察官と偽るのは２回目の電話を信じさせるもの

にすぎないから１回目の電話の時点では実効の着手は認められない。したがって，③の時点

で実効の着手が認められる。 

設問２ 

１ 乙，丙 強盗の共同正犯 致傷結果との因果関係は否定 

１ 乙と丙に強盗罪（２３６条１項）の共同正犯が成立しないか。乙は丙に対し，「ジジイ

を騙すより縛ったほうが確実に金を奪える。縛って，金を奪ってしまおうぜ。」と言い，丙

はこれを了承しているから，乙と丙に強盗罪の共謀が成立している。 

２ 強盗罪における暴行は，相手方の反抗を抑圧するに足りる程度のものでなければな r な

ない。乙，丙は，B の手足をロープで縛り，口を粘着テープで塞ぎ，B を床の上に押し倒し

ている。2 人がかりで身体の自由をロープで奪われ，さらに口を塞がれることで助けを呼ぶ

こともできないのであるから，言う通りにしなければ更なる被害を加えられる可能性があ
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った。したがって，乙らの暴行は B の反抗を抑圧するに足りる程度の暴行のといえ，強盗

罪の暴行に当たる。そして，乙らは B の３００万円をもって B 宅を出ることで同３００万

円を「強取」している。したがって，少なくとも強盗罪の共同正犯が成立する。 

３ B は縛られた痺れから転倒して頭部打撲の障害を負っているから，強盗致傷罪が成立

しないか。前記傷害と乙らの暴行との間に因果関係があるかが問題になる。 

 確かに，B の転倒の原因となった足の痺れは乙らがロープで B を長時間にわたって縛っ

ていたからである。しかし，B は乙らから縛られた後，C がそのままでいるよう注意したに

もかかわらず，奪われたものの有無を確認するために立ちあがろうとして転倒したのであ

るから，転倒の原因には B の不注意が与えた影響が大きい。したがって，乙らの前記暴行

と B の前期傷害との間に因果関係は存在しない。よって，乙らに強盗致傷罪は成立しない。 

 乙と丙は強盗罪の共同正犯となる。 

２ 甲 強盗について共謀の射程は及ばず  

２ 甲は乙らと詐欺罪の共謀をしていた。それにもかかわらず，乙らは強盗罪を行っている。

では，乙らの強盗は，甲の共謀に基づく実行行為と言えるか。共謀の射程が問題になる。共

同正犯の処罰根拠は構成要件的結果の共同惹起にあるところ，当初の共謀の危険実現の範

囲内の行為であれば，共同正犯の処罰根拠が妥当する。そこで，共謀の射程は，共謀の危険

実現の範囲内の行為がどうかで判断する。 

３ 確かに，B という被害者は同一であるし，現金３００万円を領得するという点では共通

する。しかし，強盗と詐欺は財物を了得する手段が暴行脅迫を用いるか，錯誤を用いるかで

質が大きく異なっている。甲らは疑罔行為で騙せない場合は暴行脅迫を用いるということ

を事前に合意していたわけでもない。したがって，乙らの強盗に対して共謀の射程は及ばな

い。よって，乙らの行為は甲に奇跡されず，甲に犯罪は成立しない。 

設問３ 

１ 業務妨害の成立を否定 

 権力的公務であれば威力による公務の妨害に対しては自力救済により排除することがで

きるため，威力業務妨害（２３４条）における業務には，権力的公務は含まれないと解する。

丁による暴行脅迫は威力に当たるものの，妨害したのは警察官による乙の逮捕という権力

的公務であるから，丁に業務妨害罪は成立しない。 

２ 業務妨害の成立を肯定 

 権力的公務は偽計による公務の妨害に対しては自力救済により排除することができない

ため，偽計業務妨害（２３３条）における業務には，権力的公務は含まれると解する。丁は

警察官による乙の逮捕を妨害しようと考え，警察署に虚偽の通り魔発生の通報の電話をか

けて，警察官らに当該通り魔事件のへの警戒等を行わせることによって，乙の追跡を妨害し，

乙の逮捕をできなくさせているから，偽計により乙の逮捕という権力的公務を妨害してい

る。したがって，丁に警察官に対する偽計業務妨害が成立する。 
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第 1 設問 1 について 

１ ⑴について 

⑴ 甲は、「欺」（刑法（以下、法令名省略）246 条 1 項）く行為を行ったといえるか。 

ア 「欺」くとは、財産処分に向けられた、相手方の交付の判断の基礎となる重要な事実を

偽る行為をいう。そして、実行の着手は、構成要件的結果発生の現実的危険性を惹起した

時点で認められる。そのため、「現金の交付を求める文言を述べること」がなくても、財

産処分に向けられた一連の「欺」く行為が開始され、構成要件的結果発生の現実的危険性

が惹起された時点で、実行の着手が認められると解する。 

イ 甲は、警察官が A 宅に向かうという A の現金 200 万円の交付の基礎となる重要な事実

を偽っており、また、甲と、共同実行の事実及び意思のある乙及び丙も警察官を装って A

宅を訪ねていることから、「欺」く行為を行ったといえる。 

⑵ もっとも、A は、 乙らの姿を見て不審に思い、錯誤に陥らず、現金 200 万円を「交付

し」ていないことから、結果が発生したとはいえない。 

⑶ 甲に上記一連の行為の詐欺罪の故意（38 条 1 項本文）に欠けるところはない。 

⑷ よって、甲に詐欺未遂罪（250 条、246 条 1 項）が成立する。 

２ ⑵について 

②の時点で実行の着手を認める。 

②の時点において、A による現金 200 万円の交付の判断の基礎となる重要な事実であ

る警察官が A 宅に向かうという事実について、財産処分に向けた一連の欺罔行為を開始

しており、１回目の電話がなければ、 A を錯誤に陥らせることは難しいと考えられる。

そのため、②の時点で、構成要件的結果発生の現実的危険性が惹起されたといえる。そし

て、①の時点では、現金を騙し取る対象者を選んでいるのみであり、欺罔行為を開始して

いるか否かという点において、実質的に異なる。したがって、②の時点において実行の着

手が認められる。 

第２ 設問 2 について 

１ 乙と丙が、B を縛り上げて現金 300 万円を持ち出した行為に強盗致傷罪の共同正犯（60

条、240 条）が成立するか。 

⑴ 乙と丙は、後述の通り、強盗致傷罪につき、共同実行の実行の事実及び意思が認められ

る。 

⑵ 乙と丙は、B の手足をそれぞれロープで縛り、口を粘着テープで塞ぎ、B を床の上に倒

すという B の犯行を抑圧するに足りる程度の「暴行」（236 条 1 項）を用いて、「他人の

財物」である B の現金 300 万円を「強取した」といえる。 

⑶ 「強盗」（240 条）である乙と丙は、B に全治 2 週間を要する頭部打撲の傷害を負わせ

て衣類ことから、「人を負傷させた」といえるとも考えられる。 

⑷ もっとも、仲間割れ等による人の負傷結果を帰責するのは妥当でないため、適切な帰責

範囲を確定するべく、強盗の機会に行われたものにより、人の負傷結果が生じていること
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が必要であるところ、強盗の機会に B の負傷結果が生じたといえるか。 

ア 強盗の機会に生じたといえるためには、強盗行為と密接に関連する行為によって同結

果が生じている必要があると解する。 

イ B の負傷結果には、C が B にそのままでいるように言ったにもかかわらず、立ちあがろ

うとしたという介在事情が存在することから、強盗の機会に生じたものではないとも考

えられる。もっとも、高齢者を 2時間もの長時間緊縛すれば足の痺れが生じて転倒するこ

とや、強盗の被害者が奪われた物の有無を確認するために緊縛が解かれてすぐに立ち上

がることは容易に想定しうる。また、B の足の痺れは乙と丙がロープで足を縛ったことに

より生じたものであり、B が転倒した場所は、同強盗致傷事件の犯行現場である B 宅であ

り、B は 2 時間にもわたり縛られ続けていたことから、時間的場所的近接性も認められ

る。 

  したがって、強盗行為と密接に関連する甲によって B の負傷結果が生じたといえ、強

盗の機会に生じたものと認められる。 

⑸ 乙と丙には、上記強盗罪の故意につきかけるところはないため、強盗致傷罪の故意が認

められる。 

⑹ よって、甲と乙に強盗致傷罪の共同正犯が成立する。 

２ 甲が、B に電話をかけて警察官が B 宅に向かう旨を信用させた行為に詐欺未遂罪が成

立するか。 

⑴ 「すべて正犯とする」（60 条）」として一部実行全部責任を定める根拠は、共犯者が

重大な因果的寄与をして法益侵害を共同惹起したといえる点にある。そこで、自らが

実行行為を行っていない者についても、①共謀、②共謀に基づく実行行為が認められれば、

共同正犯となると解する。 

  甲は、同詐欺罪を計画し、B にこれから向かうのが警察官である旨を信じさせるという

実行行為を行なっており、正犯意思や重大な寄与が認められる。そして、乙及び丙は、同

計画に基づく指示を了承してることから意思連絡もあるといえ、詐欺罪につき共謀があ

ったといえる（①充足）。 

  もっとも、乙と丙は、上述の通り、強盗致傷罪の実行行為を行なっていることから、共

謀に基づく実行行為があったといえるか。 

ア 上述の一部実行全部責任を認める根拠から、共謀に基づく実行行為があったといえる

かは、共謀の因果性の有無により判断する。 

イ 乙と丙は、甲から指示された B に対して、強盗致傷罪の実行行為を行なっていること

から、共謀の因果性が残っているとも考えられる。もっとも、詐欺罪と強盗罪の実行行為

の態様は大きく異なることから、共謀の因果性があるとはいえない。 

  したがって、共謀に基づく実行行為があったとはいえない。 

⑵ もっとも、甲は、警察官が B 宅に向かうという B の現金 300 万円の交付の判断の基礎

となる重要な事実を偽っていることから、「欺」く行為を行ったといえる。他方で、B は、
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「交付」行為を行っていないことから、結果が発生したとはいえない。 

⑶  甲は、上記一連の行為につき、詐欺罪の故意を有している。 

⑷ よって、甲の上記行為に詐欺未遂罪が成立する。 

３ 乙と丙が、甲から上記詐欺罪に関する計画につき、了承した行為に詐欺未遂罪の共同正

犯が成立するか。 

  上述の一部実行全部責任の根拠から、ⅰ先行行為の効果が介入後もなお継続し、ⅱ後行

者がその効果を利用して犯罪を実現させた場合には、後行行為によって法益侵害を共同

惹起したといえ承継的共同正犯を肯定できると解する。 

  もっとも、乙と丙は、甲の欺罔行為によってもたらされた B の錯誤状態を利用して犯

罪を実現させていない（ⅱ不充足）ことから、法益侵害を共同惹起したとはいえず、承継

的共同正犯は肯定できない。 

  したがって、乙と丙の上記行為に詐欺未遂罪の共同正犯は成立しない。 

４ 甲が、乙と丙から現金 100 万円を受け取った行為に盗品等譲受罪（256 条 1 項）が成

立するか。 

⑴  同 100万円は強盗致傷罪という「財産に対する罪に当たる行為によって領得された物」

であり、甲はこれを「無償で譲り受け」ている。 

⑵ 甲は、同 100 万円は、詐欺罪によって領得されたものであると認識しているものの、

「財産に対する罪に当たる行為によって領得された物」であるという点について認識に

かけるところはないから、盗品等譲受罪の故意が認められる。 

⑶ よって、甲の上記行為に盗品等譲受罪が成立する。 

５ 甲の上記各行為に、詐欺未遂罪、盗品等譲受罪が成立し、両者は併合罪（45 条）とな

り、甲はその罪責を負う。乙と丙の上記行為に強盗致傷罪の共同正犯が成立し、両者はそ

の罪責を負う。 

第 3 設問 3 について 

１ 業務妨害罪の「業務」には、強制力を用いて自ら排除することが可能な「威力」による

業務妨害の場合には、公務執行妨害罪により、罪責を問うこともできることから、含まれ

ず、他方で、強制力を用いて偽計を排除することは困難であることから、「偽計」による

場合には強制力を行使できる「業務」も含まれると解する。 

２ 丁は、6の事実の際には、乙を逃すため、怒号を発しながら両手を広げて立ちはだかり、

道を塞ぐという「威力」を用いて業務妨害を行っており、「業務」にあたらず、威力業務

妨害罪は成立しない。 

３ 丁は、7 の事実において、警察官 5 名に対し、乙の逮捕を妨害するため、電話で通り魔

に刺された旨のうそによって「業務」を妨害していることから、「偽計」による業務妨害

として、偽計業務妨害罪が成立する。 

以上 
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設問１ 

第１ （１） 

１、 甲に詐欺未遂罪（刑法（以下略）２４６条）が成立するとの立場から次のような説

明が考えられる。 

２（１） 「欺いて」（同項）とは、交付の判断の基礎となる重要な事項を偽ることをい

う。そして、この欺罔行為には、現金の交付を求める文言が必要である。 

（2） 他方で、未遂犯の処罰根拠は、法益侵害の現実な危険性の惹起にある。そのた

め、実行の着手とは、法益侵害の現実的危険性を有する行為を開始することをいう 

 この実行の着手は、直接の実行行為そのものでなくとも、それに密接に関連する行為も

含み得る。この密接関連行為は本罪の実行行為そのものではないから、交付文言はなくと

も本罪の未遂は成立しうる。 

（３） 本件で、本罪の直接の実行行為は、計画⑥における乙丙によってなされることが

予定された欺罔である。しかし、甲は、後述するように上記の乙丙の実行行為と密接に関

連する行為をしており、実行の着手が認められる。 

３、 以上のような理由で、甲には詐欺未遂罪が成立する。 

 

第２ （２） 

１、 本件では、後述する通り③の時点で、実行の着手が認められると考える。 

２（１） 本件では、甲は、１回目の電話で被害者 A に対して、A が住む地域を担当する

ことになった警察官である旨申し向けている。 

 そして、２回目の電話では、甲は、A に対し、上記の警察官である旨を伝えた上で、A

の預金口座が不正利用されている疑いがあり、捜査のため必要であるため、預金を全額引

き出して自宅に持ち帰るよう申し向けている。 

（２） 警察官という公職にあるものから、自らの預金口座が不正に利用されている疑い

があると伝えられれば、誰もが焦り、冷静な判断ができなくなり、指示通りに預金を引き

出してくる可能性は高かった。本件では、A は、高齢者であり、判断能力が衰えていると

考えられることから、なおさらである。 

（３） さらに、２回目の電話以降の犯行計画では、A が預金を引き出したら、甲に電話

をかけさせ、それを受けた甲が、警察官が A の自宅に向かう旨を伝えること、そして、警

察官を装った乙丙が A の自宅に向かい、捜査のために必要なので現金を預けるよう A に申

し向け、現金をだましとるとることが予定されていた。 

（４） 上記犯行計画をも考慮すると、２回目の電話は、①乙丙らによる欺罔を確実かつ

容易に行うために必要不可欠なものであり、②２回目の電話に成功した場合、それ以降の

計画を遂行する上で、障害となるような特段の事情も存在せず、③２回目の電話から、乙

丙らによる欺罔行為がなされるまで、わずか３時間しかなく時間的な接着性が認められ
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る。 

（５） したがって、２回目の電話は、乙丙らによる欺罔行為と密接に関連する行為とい

え、本罪の法益侵害の現実的危険性を有する行為である。 

３、 ２回目の電話の前の時点では、未だ A に被害が及んでいるとの嘘は伝えられておら

ず、預金を全額手元に引き出すおそれはほぼなかったのに対して、２回目の電話では、警

察官となのるものから、A の預金に被害が及んでいること伝えられ、預金を全額手元に引

き出す危険性は極めて高かった。また、それ以後の犯行計画を加味すると、２回目の電話

以後は、それ以前に比較して、A が乙丙らに現金を交付する危険性は著しく高まっていた

点が異なる。 

４、 以上より、２回目の電話をした③の時点で、甲には本罪の実行の着手が認められ

る。 

設問２ 

１、 乙丙が、B 縛り上げて、同人の現金３００万円を奪った行為について強盗致傷罪の

共同正犯（２４０条、６０条）が成立するか。 

（１） 共同正犯が認められるには、①共謀、②共謀に基づく実行行為という要件を充た

す必要がある。 

 ①について、乙は、丙に対し、B を「縛って金を奪おう」と申し向け、丙はこれを了承

しているから、共謀が認められる（①充足）。 

（２）ア、②について、強盗罪（２３６条１項）の暴行・脅迫は、相手方の反抗を抑圧す

る程度のもでなければならない。本件では、乙丙は、体力の低下した高齢者である B に対

して、同人の手足をロープで縛り、口を粘着テープでふさぎ、床に倒した。上記行為によ

り、B のような高齢者は、全く身動も声も発することできない状態になるから、上記行為

は、相手方の反抗を抑圧する程度の暴行にあたる。 

イ、 そして、乙丙は、上記の暴行を手段として用いて B の現金３００万円を奪ってい

る。 

ウ、 さらに、乙丙らに、強盗罪の故意、不法領得の意思も欠けるところがない。 

エ、 したがって、乙丙は、上記の共謀に基づいて強盗罪（２３６条１項）実行行為を行

ったといえる（②充足）から、同項の共同正犯の構成要件に該当し、「強盗」（２４０条）

である。 

（３）ア、 さらに、B は、C によって、ロープ等を解いてもらった後、立ち上がろうと

した際に、転倒して頭部に傷害を負っているところ、この傷害と乙丙の上記行為との因果

関係があるか。B 自身の行為が介在しているため問題となる。 

イ、 これについて、行為の危険が結果へと現実化したと言える場合には因果関係を認め

ることができると解する。 

 本件で、B は、乙丙によって、約２時間という長時間、緊縛され、全く身動きが取れな

い状態にされていた。B が高齢者であることもふまえると、乙丙の上記行為は、B が緊縛
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を解かれた際に、立ち上がろうとして、転倒し床に頭を打ち付け頭部に傷害を負う高度の

危険を有する行為である。 

ウ、 したがって、乙丙の上記行為の危険が結果へと現実化したと言えるため、因果関係

が認められる。 

（４） 以上より、乙丙の上記行為につき、強盗致傷罪（２４０条１項）の共同正犯が成

立する。 

２、 甲が、乙丙と共謀して、B から現金３００万円を奪った点について、詐欺罪（２４

６条１項）の共同正犯が成立するか。 

（１）ア、 ①について、甲は、乙丙らと詐欺に関する本件計画をしていたため、共謀が

認められる（①充足）。 

イ、 ②について、本件共謀においては、乙丙らは、捜査のためにひつようなので現金を

預けてほしいとの嘘を B に申し向けて、同人の現金３００万円をだまし取る計画だったの

に対して、実際には、乙丙は、強盗を行っている。そのため、共謀の射程が及ぶかどうか

問題となる。 

ウ、 これについて、上記のように、共謀内容と、実際に行われた実行行為の態様は、異

なるものの、B から現金３００万円の占有を乙丙らに移転させ、甲乙丙で山分けするとい

う動機はなお維持されていた。また、犯行の客体も計画と同じ B であり、日時も同じであ

る。 

エ、 したがって、共謀の射程内といえるから、②を充たす。 

（２）ア、 もっとも、甲は、詐欺の認識しかないが、共犯者の乙丙は、強盗致傷の結果

を生じさせており、この場合にいかなる罪の共同正犯が成立するか問題となる。 

 これについて、共同正犯の本質は犯罪を共同する点にあり、上記のように不一致がある

場合でも、構成要件が重なりある限度で犯罪を共同したと言える。したがって、その限度

で軽い罪の共同正犯が成立すると解する。 

イ、 本件では、保護法益は、いずれも財産権という点で共通している。また、犯行行為

態様について、前者が、欺罔して財物を交付させるのに対して、後者は、暴行等を手段と

して財物を強取する点で異なるが、財物の占有を移転させるという点では共通している。 

 したがって、窃盗罪（２３５条）の限度で重なり合いが認められる。 

（３） 以上より、甲には、窃盗罪の共同正犯が成立する。 

設問３  

１、 威力業務妨害罪（２３４条）の「人の業務を妨害した」とは、威力が用いられたこ

とによって、本来行うことができた業務を行うことかできなかったことをいう。 

２（１） 本件で、事実６について、丁は、警察官 D に対して、怒号しながら超手を広げ

て立ちはだかるという行為を行っている。しかし、この行為によって、D は、わずかな時

間足止めをされ、「直ちに」乙を追いかけることができなかったにすぎず、この行為がな

かったとしても乙を逮捕できたかどうかは不明である。 

コメントの追加 [Y.K1]: コメント 

時間がなく、また知識も抜けていいて 

警察官の各種公務が「業務」に該当するかどうか論述

をすることができなかった。 
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（２） したがって、逮捕という「業務を妨害した」とは評価できない。よって、上記行

為について、丁には、業務妨害罪は成立しない。 

３、（１） 次に事実７について、丁は、Y 警務署に電話をかけ、「Y 署近くの路上で、通

り魔に刺された」との嘘を申し向けている。その結果、D から応援要請を受けていた警察

官５名は、その嘘の通り魔事件の警戒等を行わざるをえなくなったため、乙を追跡逮捕す

ることができなかった。警察官５名が乙の追跡逮捕の応援にかけつけていいれば、乙を逮

捕できていた可能性は高かかったことからすれば、乙は、追跡逮捕という「業務を妨害し

た」といえる。 

（２） したがって、上記行為については、丁に威力業務妨害罪が成立する。 

以上 



４ 

 

設問１ 

(１) 

 現金の交付を求めなくても、交付の判断の基礎となる重要な事項について欺く行為がな

されれば、交付によって財産的損害という結果が発生する現実的危険性が認められるから。 

(２) 

①は A を選んだだけ。 

②は騙しているが、交付とは関係ない。 

③の電話で告げられた事項について錯誤に陥れば、現金を引き出して自宅に持ち帰るとい

う交付をなすために不可欠の準備行為に至る。あとは、ただ現金を手渡しするだけという状

態になる。そのため、③で実行の着手が認められる。 

設問２ 

・乙と丙は強盗の共謀の上、強盗をし、強盗の機会に怪我させているため、強盗致傷が成立

する。 

・甲には詐欺未遂は成立する。ただ、甲は詐欺の共謀を乙・丙としているだけだから、乙・

丙の強盗致傷は共謀の射程外。 

設問３ 

威力業務妨害罪の「業務」には強制力を行使する権力的公務が含まれるが、偽計業務妨害罪

の「業務」には強制力を行使する権力的公務は含まれない。 
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刑法 

 

第1 設問 1（１） 

１ 甲の A から現金をだまし取ろうとした行為に、詐欺未遂罪（刑法（以下略）250 条、

246 条 1 項）が成立する。 

（１）まず、人を騙す行為によって財物が交付されれば常に詐欺罪が成立するとなると、処

罰範囲が広範に過ぎる。そこで、「欺」く行為とは、交付の判断の基礎となるような重

要な事情を偽る行為をいうと解する。 

そして、実行行為とは構成要件的結果発生の現実的危険性を有する行為をいい、実行

の着手はその危険性が生じた時点で認められる。 

（２）本問では、甲は未だ A に現金の交付を求める文言を述べていない。もっとも、甲が

A に電話をかけ、A は預金口座から 200 万円を引き出し、自宅に保管している。そし

て、甲は電話で警察官が向かうと A に述べているから、A としては警察官が 200 万円

を回収しにくると信じるのが通常であり、現金の交付を求める文言を述べていなくと

も、A が乙及び丙に対して交付行為を行う危険性は生じているといえる。 

   そうだとすれば、すでに「欺」く行為の実行の着手が認められる。 

（３）そして、Ａは甲の欺罔行為によって錯誤に陥っているが、交付行為は行っていない。 

２ したがって、上記行為に詐欺未遂罪が成立する。 

第2 設問 1（２） 

１ まず、①～③の段階では、A に対して電話をかけ、現金を引き出すよう告げているだけ

であり、A が高額の現金を引き出そうとすれば、係員等に不審がられ、現金を引き出せない

可能性がある。  

 そこで、この段階では結果発生に対する障害が除去されておらず、現実的危険性がないた

め実行の着手が認められない。 

２ 次に、④の段階では、A が実際に現金を引き出し、自宅に持ち帰っている。しかし、こ

の段階でも、この 200 万円の処理については甲からなんら告げられておらず、A による交

付の危険性は抽象的なものにすぎない。 

３ そして、⑤の段階では、甲が「これから警察官がそちらに向かいます。」と告げ、A は

警察官が家に来ると認識するに至っている。そうだとすれば、A は警察官の指示に従い、現

金を交付する危険性が格段に高まっている。また、通常警察官が家に来ると告げられればそ

のように信じるものと考えられ、この時点で結果発生に対する特段の障害がなくなってい

るといえる。 

 そこで、⑤の段階で結果発生の現実的危険性が認められ、実行の着手が認められる。 

第3 設問 2 乙・丙の罪責 
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１ 乙と丙が、B の手足をロープで縛り現金を奪った行為に、強盗致傷罪の共同正犯（240

条前段、236 条 1 項、60 条）が成立するか。 

（１）まず、乙らは B の手足をロープで縛り、口を粘着テープで塞ぐという、B の反抗を抑

圧する程度の「暴行」により、B の反抗を抑圧し、現金 3000 万円を「強取」している。

そこで、乙らは「強盗」である。 

（２）次に、乙らの暴行行為は強盗と密接な関連を有する行為といえるから、強盗の機会に

おける行為といえる。では、同行為と B の傷害との間に因果関係が認められるか。 

  ア そもそも、因果関係は、偶然の結果を排除し、適正な処罰範囲を確定するものであ

る。そこで、介在事象の異常性、結果への因果的寄与度等を考慮し、行為の危険性が

結果へと現実化したといえるかによって判断する。 

  イ 本問では、乙らの暴行行為と B の傷害結果との間に、B が足のしびれが残ってい

たにもかかわらず立ち上がったという介在事情が存在する。確かに、B の傷害は直接

的にはこの介在事情により生じており、その結果への寄与度は小さいとはいえない。

もっとも、乙らが B の手足をロープで縛ったことにより、B の足がしびれていたの

であり、乙らの行為がそのような危険状況を設定したといえる。また、足がしびれて

いる状態でそのままでいるように言われたとしても、近くの物をとろうとしてふと

立ち上がるということは通常考えられるものであり、介在事情の異常性は低い。 

    そこで、乙らの行為の持つ危険性が結果へと現実化したといえる。したがって、因

果関係が認められる。 

（３）では、乙らは甲の行為によって 300 万円が用意されているという状況を利用してい

るため、甲との関係でも共同正犯とならないか。 

  ア 共犯の処罰根拠は、他の共犯者によって引き起こされた法益侵害と因果性を有す

る点にある。そして、行為者の加担前に発生した事象については因果的に影響を持ち

えないため、原則として承継的共同正犯は成立しない。 

    もっとも、加担後に結果が発生する場合に、加担前に構成要件の一部がすでに行わ

れていたとしても、先行行為と後行行為が構成要件上一体となっている犯罪であれ

ば、既に行われた構成要件部分への因果的寄与は不要であり、承継的共同正犯が成立

すると解する。 

  イ 本問では、甲による B への電話は乙らの加担前に行われている。そして、乙らの

行為は単独で強盗罪の構成要件に該当するものであり、先行行為と後行行為が構成

要件上一体となっているとはいえない。 

    そこで、承継的共同正犯は成立せず、甲との関係では共同正犯とならない。 

２ よって、上記行為に強盗致傷罪の共同正犯が成立し、乙・丙はその罪責を負う。 

第4 設問 2 甲の罪責 

１ 乙らの強盗行為について、詐欺罪（246 条 1 項）の共同正犯が成立するか。甲は実行行

為を行っていないため問題となる。 
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（１）共犯の処罰根拠は、他の共犯者による法益侵害と因果性を有する点にあり、①共謀、

②①に基づく実行行為があれば、因果性を持ちうるため、共同正犯が成立すると解する。 

（２）本問では、甲は、乙及び丙に対し、B から現金の交付を受けるよう指示し、これを乙

及び丙が了承しているから、意思の連絡がある。また、甲は B に現金を用意するよう

告げる電話をかけるという重要な役割を担っている。そして、B から現金をだまし取る

ための計画も自ら立てている。そこで、甲には正犯意思が認められ、共謀があるといえ

る（①充足）。 

   では、乙らの行為は、上記共謀に基づく実行行為といえるか。 

   共謀に基づく実行行為といえるかは、犯意の同一性、時間的場所的接着性等を考慮し、

共謀が結果へと現実化したといえるかによって判断する。 

   本問では、共謀段階では、乙らがＢに嘘を言って 300 万円をだまし取るという計画

であった。しかし、乙らは自らＢをロープで縛るという強盗行為に及んでいる。これは、

共謀と同一性を有する行為とはいえない。また、甲はＢに暴行を加えることは想定して

いなかったといえる。 

   そこで、乙らの行為は上記共謀が現実化したものとはいえず、共謀に基づく実行行為

があるとはいえない（②不充足）。 

   したがって、詐欺罪の共同正犯は成立しない。 

２ もっとも、すでに甲はすでに詐欺罪の実行に着手しているから、詐欺未遂罪が成立する。 

そして、甲はその罪責を負う。 

第5 設問 3 

１ 丁が道を塞いだ行為につき、威力業務妨害罪（234 条）は成立するか。同罪における「業

務」に公務が含まれるかが問題となる。 

（１）強制力を行使する権力的公務は、威力による妨害に対し自らこれを排除することが可

能であり、同公務は「業務」には含まれないと解する。 

（２）本問では、事例 3 の６におけるＤの行為は、逮捕状に基づき強制力を行使する権力的

公務であり、「業務」とはいえないから、丁の行為に威力業務妨害罪は成立しない。 

２ 丁がＹ警察署に電話をかけ、嘘を言った行為に、偽計業務妨害罪（233 条）は成立する

か。 

（１）偽計による妨害は強制力によって排除できないため、強制力を行使する権力的公務も

偽計による妨害から保護する必要がある。そこで、同条の「業務」にはすべての公務が

含まれると解する。 

（２）本問では、７のＹ警察署の警察官 5 名の業務も同条の「業務」に当たり、上記行為に

偽計業務妨害罪が成立する。 

以上 
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設問１ 

第１ ⑴について 

１ 甲は、乙丙とともに詐欺の計画を立て、その計画に従い乙丙に A に詐欺をすることを

指示しているから、甲乙丙に詐欺の意思連絡と正犯性が認められる。もっとも、甲に、

詐欺未遂罪の共同正犯を成立させるためには（刑法（以下法名略）246 条 1 項、250 条

60 条）、かかる意思連絡による共謀に基づく詐欺の実行の着手（43 条）が認められるか

問題となる。 

２ 実行行為とは構成要件的結果発生の危険性を有する行為であるから、実行の着手は、

構成要件的結果発生の現実的危険性が認められる時点で認められることとなる。そして、

詐欺罪は、欺罔行為により相手を錯誤に陥らせて財産を交付させる犯罪であるから、実

行の着手がされたといえるには、財産交付に向けた欺罔行為が必要となる。したがって、

財産の交付を求める文言を述べていなければ、財産交付にむけた欺罔行為がされておら

ず、結果発生の現実的危険性がまだない以上、実行の着手は認められない。 

３ もっとも、犯行計画上の行為が二段階からなる場合、第 2 行為で実行行為を行おうと

していたとしても、第 1 行為と第 2 行為が密接に関連しており、第１行為の時点で結果

発生に至る客観的な危険性があると認められるときは、第１行為の時点で実行の着手が

認められると考える。具体的には、①第１行為が第２行為を確実かつ容易に行うために

必要であったか、②第１行為に成功したあとの計画遂行において障害となるような特段

の事情はないか、③第１行為と第２行為に時間的場所的近接性があるか、という点を検

討する。 

このように考えると、甲乙丙が現金の交付を求める文言を述べていなくとも（第 2 行

為）、その前段階の行為（第 1 行為）の時点で、実行の着手を認めることが可能となり、

甲に詐欺未遂罪が成立する。 

第 2 ⑵について 

１ ①～④の行為を第 1 行為とすると、これらの行為は、Ａに警察官が現金を受け取りに

来るという嘘の情報を信じさせたうえで、詐欺の被害品となる現金をＡが交付予定場所

であるＡ宅に用意させるものであるから、その後Ａ宅で乙丙が現金交付を求める欺罔行

為（第 2 行為）をすることを確実かつ容易に行うために必要なものである（①充足）。

もっとも、Ａが預金口座から現金を引き出す前、及び引き出した直後は、銀行員やＡＴ

Ｍ設置場所の管理者、その周辺の人などが詐欺の疑いをもち、Ａが 200 万円を引き出し

持ち帰るのを止められる可能性がある。現在において高齢者に対する詐欺行為が増えて

おり、世間の防犯意識が高まっている現状では、①～④の行為をしたあと、第 2 行為を

するまでに、周囲の人の注意や情報からＡが詐欺と気が付き、詐欺が成功しない可能性

が大いにあると認められる。したがって、第 1 行為に成功した後の計画遂行において、

障害となるような特段の事情があると認められる（②不充足）。 

２ これに対し、⑤の行為の時点では、甲の嘘を信じてＡは 200 万円を自宅に持ち帰り、
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そのことを電話で甲も確認している状態で、かつ、甲が、これから警察がＡ宅に向かう

旨をＡに伝えることで、ＡをＡ宅にとどまらせるものであるから、⑤の行為の後、乙丙

が A 宅で現金交付を求める欺罔行為をするまでの間に、A が気が付いて詐欺が成功しな

くなるといった障害が発生する特段の事情は認められない（②充足）。そして、⑤の行

為は、A が 200 万円を A 宅に持ち帰っていることを確認し、A を A 宅にとどまらせて乙

丙をむかわせるための準備をするものであるから、第 2 行為を確実かつ容易に行うため

に必要な行為といえる（①充足）。また、第 2 行為と場所が A 宅で同一であり、時間も

1 時間程度しか変わらないことから、⑤の行為と第 2 行為に時間的場所的近接性が認め

られる。 

３ よって、⑤の行為の時点で実行の着手が認められる。 

設問２ 

第 1 乙と丙の罪責について 

１ 乙と丙が、B をロープで縛るなどしたうえで、B 宅から 300 万円を奪った行為に、強

盗致傷罪の共同正犯（240 条、60 条）が成立しないか。 

(1) 乙と丙は、B を縛り上げて現金を手に入れる強盗行為について、意思連絡をしており、

また実行行為も二人で行うこととしているから、正犯性も認められる。そして、かかる

意思連絡に基づく共謀により、乙と丙は、B の手足をロープで縛り、口を粘着テープで

ふさぎ、B を床の上に倒したから、B の反抗を抑圧するに足る有形力行使をしたと認め

られる。その結果、B は動けなくなったところ、乙丙は B 宅のリビングから B 所有の

300 万円をもって B 宅を出たため、300 万円を B の意思によらずに自己の占有に移した

から、300 万円について強取したと認められる。したがって、共謀に基づく乙丙の強盗

（236 条 1 項）の実行行為と結果発生が認められる。また、乙丙には、強盗の故意と不

法領得の意思が認められる。 

(2) その後、B は、乙丙による緊縛によって足にしびれが生じていたところ、立ち上がっ

た際に、転倒して床に頭を打ち付けて、全治 2 週間の頭部打撲の傷害を負ったところ、

この傷害と乙丙の強盗行為に因果関係が認められるか。この傷害結果は、B が C のいう

ことを聴かず立ち上がったため発生したものであるから、Ｂによる介在事情があるもの

の、乙丙のした緊縛行為自体が、Ｂに足のしびれを生じさせ、解放され立ち上がった際

に転倒してケガをさせる危険性を有するものであるから、その危険が現実化したといえ

る。緊縛から解放されたあと、奪われた物を確認するために立ち上がることは通常の事

であるから、Ｂの介在事情は不自然なものでなく、また、乙丙の行為の危険性を減らさ

なかっただけにすぎない。したがって、Ｂの傷害結果と乙丙の強盗の際の暴行行為と因

果関係が認められる。 

もっとも、Ｂの傷害結果は、強盗の機会に発生したものといえるか。乙丙が強盗を行

ってから、Ｂの傷害結果発生までに 2 時間ほど間があるため、強盗の機会とは言えない

とも思える。しかし、Ｂは、強盗の際に緊縛されて反抗を抑圧されてから、2 時間ずっ
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と同じ場所で同じ状態であったのであるから、Ｂは 2 時間後も強盗の最中の状態にある

と同視することができる。そこで、Ｂがその緊縛から解放されて立ち上がった際にケガ

をしたことも、乙丙の強盗の機会に生じた傷害結果ということができる。 

そして、強盗致傷罪は結果的加重犯であるところ、結果的加重犯が重く処罰されるの

は、基本行為自体が、その性質上、重い結果を発生させる高度の危険性を内包している

からである。そのため、基本犯の実行行為と重い結果に因果関係があれば、重い結果に

対する過失がなくても、結果的加重犯は成立するのであり、共同正犯についても、基本

犯の共同実行と重い結果との間に因果関係があれば、共同して重い結果を惹起したとい

えるため、結果的加重犯の共同正犯が成立する。したがって、乙丙に過失がなくとも、

傷害結果について乙丙は帰責される。 

２ よって、乙と丙に、強盗致傷罪の共同正犯（240 条、60 条）が成立し、後述の通り、

詐欺罪（246 条 1 項）の限度で甲と共同正犯が成立する。 

第 2 甲の罪責について 

１ 甲が、乙丙とともに詐欺を計画し、乙丙に詐欺を実行させたところ、乙丙が上記強盗

行為をした行為に、詐欺罪の共同正犯（246 条 1 項、60 条 1 項）が成立しないか。 

(1) 甲乙丙は、高齢者に対する詐欺を計画の上、甲が乙丙に B に対する詐欺をするよう

指示しているから、詐欺の意思連絡及び正犯性が認められる。 

(2) もっとも、かかる意思連絡による共謀のあと、乙丙は、B に対し詐欺でなく強盗を行

っているから、この乙丙の強盗行為が上記共謀の射程に含まれるか。共謀の射程は、

当初の共謀と実行行為との間に因果性が認められるかの問題であり、実行担当者が当

初の共謀の際に抱いた動機付けのもと行動しているといえるとき認められる。具体的

には、共謀で予定された行為と実際の行為との間の行為の関連性、状況の連続性、時

間的場所的接着性、共謀の際の留保等を、総合的に判断する。 

本件では、共謀の際に、甲らは強盗行為をするなといった留保をなんらしていない。

そして、詐欺をしようとして被害者を目の前にした実行行為者が、状況に応じて暴行

行為をすることで詐欺でなく強盗を行うことになることは、一般的に起こりうること

である。本件でも、乙丙は、詐欺の反抗予定現場である B 宅で、犯行予定時刻に、B

に対し、強盗行為を行っているから、予定されていた行為と乖離しているわけではな

く、甲乙丙の共謀から十分起こる可能性のある行為であったといえる。したがって、

甲乙丙は、実行行為で強盗をしないことを前提に共謀したとは認められず、乙丙は、

共謀の際の動機付けにより強盗行為をしたと認められる。 

以上より、乙丙の強盗行為は共謀の射程内にあるものといえる。 

(3) しかし、甲の主観としては、強盗ではなく、詐欺を行うものであった。そこで、主観

が詐欺、客観が強盗とずれが生じているため、甲に故意犯が認められないとも思える。 

もっとも、故意責任とは、反規範的人格態度に対する道義的非難であり、規範は構成

要件の形で与えられている。そのため、主観と客観の構成要件が形式的または実質的に
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重なり合っていると認められる場合には、その限度で反対動機の形成が可能であったと

いえるから、重なり合いの限度で故意が認められると解する。そして、構成要件が形式

的に重なり合っていなくても、構成要件は法益侵害行為を類型化したものであることか

ら、保護法益と行為態様において共通性があり、実質的な重なり合いが認められる場合

には、その重なり合いの範囲で軽い罪の故意が認められる。 

主観の詐欺罪と客観の強盗罪は、B の財産 300 万円に対する法益侵害という点で共通

する。そして、行為態様は、錯誤による瑕疵ある意思に基づき財産の占有が移転された

か、反抗抑圧により意思なく財産の占有が移転されたかという点で、詐欺の限度で行為

に重なり合いも認められる。したがって、詐欺と強盗は、詐欺の限度で実質的重なり合

いがあると認められる。 

よって、甲は、詐欺罪の故意犯として帰責される。なお、甲は不法領得の意思がある。 

(4) B の致傷結果については、基本行為である強盗行為について甲に帰責することはでき

ない以上、結果的加重犯の論理を用いて故意過失なく致傷結果を甲に帰責することはで

きない。よって、甲は B の致傷結果について責任を負わない。 

(5) 甲と乙丙では共謀に基づき成立する罪が異なるが、共謀に基づいて行われた以上、重

なり合う罪の限度では共同して犯罪を実現したといえるから、その範囲で共同正犯の成

立が認められると考える。 

２ よって、甲は、乙と丙と詐欺罪の限度で共同正犯（246 条 1 項、60 条）が成立する。 

設問３ 

１ 業務妨害罪（233 条、234 条）で保護される「業務」には、強制力を行使する権力的

公務は含まれない。なぜなら、強制力を行使する権力的公務については、公務執行妨害

罪（95 条 1 項）における暴行・脅迫に至らない程度の威力等による妨害行為に対して、

すみやかに強制力によってこれを排除することができるから、業務妨害罪を成立させて

保護をする必要はないからである。もっとも、強制力を行使する権力的公務であっても、

当該強制力による排除が不可能な威力･偽計がなされた場合には、例外的に「業務」に

含まれると考える。 

２ 事例６について、丁は、D に対し、怒号しながら両手を広げて立ちはだかり、道をふ

さいだから、D の意思を制圧するに足りる勢力を用いたとして、丁の行為は「威力」

（234 条）と認められる。そして、この威力により、D の乙に対する逮捕という業務が

妨害されることとなる。もっとも、D の逮捕行為は、刑事訴訟法 199 条 1 項に基づくも

ので、強制力を行使する権力的公務であるから、正面からむかってきた丁の威力を自ら

の強制力によりすみやかに排除が可能である。したがって、D の逮捕行為は、「業務」

として保護されないから、丁の行為に威力業務妨害罪（234 条）は成立しない。 

３ 事例７については、丁は、警察署に通り魔についての嘘の電話をかけているから、欺

罔の手段を弄しており、丁の行為に「偽計」（233 条）が認められる。そして、妨害され

ることとなる警察官 5 名の行為は、乙の逮捕であるから、強制力を行使する権力的公務
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であり、「業務」に含まれないとも思える。もっとも、丁の偽計は、電話により警察官

を錯誤に陥らせるものであり、警察官らの強制力をもってしても、通り魔事件への警戒

を行わずにすむようにかかる錯誤を排除することは不可能である。したがって、この場

合、警察官 5 名の逮捕行為は「業務」として保護される。そして、丁の偽計により、警

察官 5 名は通り魔事件発生への警戒等を行わざるを得なくなり、乙の逮捕が妨害された

から、丁の行為に偽計業務妨害罪（234 条）が成立する。 

以上 
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第１ 設問１（１） 

１ ③の段階で実行の着手が認められるとの説明が考えられる。 

２ 実行行為とは、構成要件的結果発生の現実的危険を有する行為をいう。そのため、構成

要件的結果発生の現実的危険を有する行為を開始した時点で、「実行に着手」（刑法（以下省

略）４３条１項）したといえる。 

 「欺いて」（２４６条１項）とは財物の交付に向けられた、交付の判断の基礎となる重要

な事実を偽る行為をいう。 

 詐欺罪では、「人を欺いて財物を交付させ」るために、前提となる重要な事実についても

被害者を欺罔する必要がある場合が存する。そのため、実行の着手に「現金の交付を求める

文言を述べること」は必要ない。 

 具体的には、嘘が財物交付に当たり重要なものであり、財物交付に直接つながる嘘であり、

財物交付の危険性を著しく高めるものであれば、実行の着手が認められる。 

 

第２ 設問１（２） 

１ ①の段階では、被害者として A を選んだのみであり、何らの欺罔行為にも至っておら

ず、実行の着手は認められない。 

２ ②の段階では、甲が警察官であることの信用を高めるために必要な嘘である。したがっ

て、財物交付に当たり重要な嘘であるといえる。しかし、財物交付に直接つながる嘘ではな

いことから、②の段階で実行の着手は認められない。 

３ ③の段階で、不正に預金口座が使用されていれば、現金を引き出そうと考えるのは無理

もないことといえる。したがって、嘘は財物交付に当たり重要なものである。甲らは、相手

が現金をひきだしたら、約１時間後には相手の家を訪ねて現金をだまし取る予定だった。後

続の行為が、通常滞りなく行われることが予想されることから、③の行為は、財物交付に直

接つながり、財物交付の危険を著しく高めるものだといえる。 

 したがって、③の時点で実行の着手が認められる。 

 

第３ 設問２ 

１ 乙の罪責 

（１） 乙が B を縛り上げ、B を床に押し倒し、３００万円を奪い取った行為に強盗致傷

罪（２４０条、２３６条１項）が成立するか。 

（２）２３６条１項 

 「暴行」とは、相手方の犯行を抑圧するに足りる暴行をいう。 

 手足をロープで縛り、口を粘着テープで縛られれば、身体の自由が奪われ相当な恐怖感を

抱く行為といえるから、B の犯行を抑圧するに足りる暴行といえ、「暴行」にあたる。 
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 ３００万円は、B の所有物だから、「他人の財物」である。 

甲は、３００万円を B から無理矢理奪っており、「強取」したといえる。 

したがって、甲の行為に強盗罪が成立する。 

（３）２４０条 

ア ２４０条は、強盗の機会に被害者の生命身体を害することが多いことにかんがみ、その

防止のため設けられた政策的規定である。したがって、強盗の手段による行為のみならず、

強盗に機会にもたらした死傷結果も広く２４０条に含むべきである。もっとも、仲間割れに

よる殺傷などを含むべきではないから、強盗に密接に関連する行為から生じた死傷結果に

限る。 

イ 本件では、犯行から１時間５０分後という時間的に近接していない時点において、B が

奪われた物の有無を確認しようとした。B は、足をロープで縛られていたことによるしびれ

により、転倒して床に頭をうちつけ、全治２週間を要する東部打撲の傷害を負った。この傷

害は B の行為に起因する部分が大きく、この時点で乙らの犯意は継続していなかった。し

たがって、B の傷害は強盗と密接に関連する行為から生じたとはいえない。 

（４）乙の行為に強盗罪が成立する。 

２ 丙の罪責 

 丙が B を縛り上げ、B を床に押し倒し、３００万円を奪い取った行為に強盗罪の共同正

犯（６０条）が成立するか。 

 共同正犯の処罰根拠は、共犯者の行為を介して法益侵害結果に因果性を及ぼした点にあ

る。そのため、共同実行の意思、共同実行の事実があれば、共同正犯が認められる。 

 乙は、丙に対し、「縛って金を奪ってしまおうぜ。」等といい、乙はこれに対して了承して

いる。したがって、共同実行の意思はある。 

 乙と丙は、ともにＢを縛り、３００万円を奪っており、共同実行もしている。 

 丙に、強盗罪の共同正犯が成立する。 

３ 甲の罪責 

 甲は、乙と丙が３００万円をだまし取ってくると考えているところ、乙と丙が３００万円

をだまし取ったことについて詐欺罪が成立するか。 

 共同正犯の本質は行為を共同することにあるので、保護法益、行為、客体の限度で重なり

合いが認められる場合、その共同正犯が成立する。 

 詐欺罪と強盗罪では、保護法益は財産権で共通しており、行為は財物を自己の占有下に移

すという点で共通しており、客体は B で共通している。 

 したがって、詐欺罪の限度で重なり合っている。 

 甲は、乙及び丙に３００万円をだまし取ってくるよう指示し、乙及び丙はこれに了承して

いるので、共同実行の意思がある。甲は、B に一回目や二回目の電話をかけていて、共同実

行もしている。したがって、甲に詐欺罪の限度で共同正犯が成立する。 

第３ 設問３ 
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１ 公権力を行使する権力的公務は「業務」(２３４条)には含まれない。 

 なぜなら、公権力を行使する権力的公務であれば、威力に対し、自ら対応できるからであ

る。それを超える暴行に対しては、公務執行妨害罪（９５条）で保護すれば足りる。もっと

も、公権力を行使する権力的公務であっても、混乱を生じさせる欺罔行為に対しては、対応

できない。したがって、このような欺罔行為により侵害される場合、公権力を行使する権力

的公務も「業務」に含まれる。 

２ Y 警察署の警察官 D の行為は、公権力の行使する権力的公務にあたる。 

 事実６に記載された行為は、怒号しながら手を広げて立ちはだかり、道をふさぐというも

ので、通常の「威力」にあたる。 

 したがって、事実６の事実につき丁に業務妨害罪は成立しない。 

３ 事実７の丁の行為は、「Y 所の近くの路上で通り魔に刺された」というものである。こ

れを聞けば通常、警察官は警戒等を行い、乙の追跡が阻害されるだろうから、混乱を生じさ

せる欺罔行為に当たる。 

 D の行為は、社会生活上の地位に基づいて反復継続して行うものであり、「業務」に当た

る。 

 事実７の丁の行為に業務妨害罪が成立する。 

                                      以上 
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第一 設問３ 

１．丁が D を止めるべく道を塞いだ行為には、以下の通り威力業務妨害罪（刑法（以下法

令名省略）234 条）は成立しない。 

(１)平穏にされている業務であれば、原則として「 業務」に含まれる。もっとも、公務の

うち、権力的公務については自ら有形力を行使して妨害を排除することができることか

ら、234 条によってその公務を保護する必要がない。そこで、公務のうち、権力的公務

については 業務」に含まれない。 

  Dは警察官であり、丁の上記行為の時点で乙の逮捕に着手していた。そのため、Dが

行っていた業務は権力的公務であり、 業務」にはあたらない。 

(２)よって、丁の上記行為に威力業務妨害罪は成立しない。 

２．丁が Y 警察署にうその電話をかけた行為には、以下の通り偽計業務妨害罪（233 条後

段）が成立する。 

 (１)前述の通り、233 条の 業務」には権力的公務は含まれない。もっとも、これは有形

力の行使によって妨害を排除することが可能である点に基づくのであって、偽計の場合

には有形力の行使によって排除できない。そのため、234 条後段の 業務」には権力的

公務も含まれる。 

   警察官 5名は乙の逮捕手続を行っており、これは権力的公務にあたるものの、 業務」

に含まれる。 

 (２)丁は、上記行為をする際に欺罔を弄しており、 偽計を用い」たといえる。 

 (３)本罪は抽象的危険犯であるところ、丁の上記行為は警察官 5 名の逮捕手続が妨害さ

れるおそれを生じさせるものであるから、 業務を妨害した」といえる。 

 (４)よって、丁の上記行為には偽計業務妨害罪が成立する。 

第二 設問１ 

１．小問(1)について、甲らの行為には、以下の通り詐欺未遂罪の共同正犯「（60 条、250 条、

246 条 1項）が成立する。 

 (１)本罪が成立するには、詐欺罪の 実行に着手した」（43 条本文）ことを要する。実行

の着手とは、構成要件的結果発生の現実的危険を生じさせることをいう。そして、この

ような危険が生じたか否かについては客観的事実のみならず、行為者の計画という主観

的要素も考慮する。具体的には、行為者の計画において㋐第一行為が第二行為を行うこ

とを確実かつ容易に行うために必要なものであり、㋑第一行為を行った場合にその後

の計画を遂行する上で障害となるような特段の事情がなく、㋒第一行為と第二行為と

の間に時間的場所的近接性がある場合には、第一行為と第二行為とを一体のものとみ

ることができ、第一行為の時点で財物交付の現実的危険を生じさせたとして実行の着手

を認めることができる。 

   このことから、乙と丙が Aに対し 他人の財物」たる A所有の現金を預けてほしい

旨のうそをいう行為を上記の第二行為として、それとの関係で第一行為にあたるような
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行為がされた場合には、現金の交付を求める文言を述べていなくとも詐欺罪の 実行に

着手した」といえる。 

   そして、後述の通り、①ないし⑥の行為によって甲は詐欺罪の 実行に着手した」と

いえる。 

 (２)「 共同して犯罪を実行した」（60条）といえるには、①共謀、②正犯性、③共謀に基

づく実行行為を要する。 

  ア 甲は、乙及び丙とともに詐欺の計画を立てており、共謀がある（①充足）。 

  イ 甲らの計画において、甲は Aへうその電話をかけ、乙及び丙はともに A宅へ訪れ

て現金の交付を受けるというそれぞれ重要な役割を担っており、正犯性がある（②充

足）。 

  ウ 上記行為は、三者間の共謀に沿って行われたものであり、共謀に基づくといえる

（③充足）。 

  エ したがって、甲らは 共同して犯罪を実行した」といえる。 

(３)当該行為について、甲の認識に欠けるところはなく、詐欺未遂の共同正犯の故意（38

条 1項本文）が認められる。 

(４)よって、甲には詐欺未遂罪の共同正犯が成立する。 

２．小問(2)について、①ないし⑥の時点で上記の㋐ないし㋒を満たす第一行為にあたる行

為がされたかという観点から、実行の着手の時点を検討する。 

 (１)②の時点では、甲が対象者としてAを選び、1回目の電話を掛けたにすぎない。1回

目の電話は、甲が警察官であると A に信じ込ませるために行うものであって、このよ

うな行為によって Aに甲が警察官であると信じ込ませることは乙と丙が Aに現金の交

付を求める行為を確実かつ容易にするにあたり、必要なものである(㋐充足)。もっとも、

そのような行為をしたからといって、Aが実際に甲を警察官と誤信しなければなお乙と

丙のことを不審に思う可能性が高く、計画を遂行する上で障害となるような特段の事

情がないとはいえない（㋑不充足）。 

   したがって、この時点で詐欺罪の 実行に着手した」とはいえない。 

 (２)③の時点では、甲がAに対し 2回目の電話をしている。これは、Aに預金口座から現

金を引き出させるためのものであり、乙と丙が A に現金の交付を求めることを確実か

つ容易にするために必要な行為である（㋐充足）。もっとも、この行為はなお甲の一方

的行為であって、この行為があったからといってその後に障害となるような特段の事情

が除去されたとはいえない（㋑不充足）。 

   したがって、この時点で詐欺罪の 実行に着手した」とはいえない。 

 (３)④の時点では、Aが甲の電話内容を信じて預金口座から 200 万円を引き出している。

もっとも、これは甲らの行為ではなく、上記の第一行為となり得ない。 

 (４)⑤の時点では、A が甲に電話をかけて 200 万円を引き出したことを伝え、甲が A に

対し A 宅に警察官が訪れる旨のうそを言っている。甲がこのようなうそを言わなけれ
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ば、Aは自宅を訪れる乙と丙が警察官であると誤信することはないから、この行為は上

記第二行為を確実かつ容易に行うために必要不可欠である（㋐充足）。また、この電話

は A が甲の言う通りに 200 万円を預金口座から引き出し、そのことを伝えるためのも

のであって、既に Aは甲の言葉を信じている状態にあるから、その後に甲が A 宅を警

察官が訪れるといえば、実際に訪れた乙と丙を警察官と誤信する蓋然性が認められる。

そうすると、この行為の後に計画を遂行する上で障害となるような特段の事情は甲ら

の計画上存在しない（㋑充足）。さらに、この電話のあと、一時間後に乙と丙はA宅を

訪れているから、計画上もこれらの行為は時間的に近接している。計画上乙と丙がAに

対して現金の交付を求める場所は A 宅であるのに対し、甲が電話をかけた場所はそこ

から場所的に離れている。もっとも、甲が電話という遠隔通話ができる機械を用い、A

はいずれの行為の時点でも A 宅にいることを考慮すると、なお場所的近接性が肯定で

きる（㋒充足）。 

   したがって、甲が A とこのような電話をした行為が上記の第一行為にあたり、これ

が上記の第二行為と一体と扱われる。そのため、この⑤の時点で現金の交付の現実的危

険が生じており、詐欺罪の 実行に着手した」といえる。 

第三 設問２ 

１．甲が B に電話で B 宅に警察官が向かう旨のうそを述べた行為につき、甲・乙・丙に詐

欺未遂罪の共同正犯（60条、250 条、246 条 1 項）が成立するかを検討する。 

 (１)前問と同様に、Bが甲の 2回の電話を信じて 300 万円を預金口座から引き出し、これ

を確認した甲が「 警察官がそちらに向かいます」と述べた行為は、甲らの計画上の乙及

び丙が B に対して 他人の財物」たる B 所有の現金の交付を求める行為と一体のもの

として扱われる。これにより、甲は当該行為により詐欺罪の 実行に着手した」（43条

本文）といえる。 

   他方で、乙及び丙は警察官を装いBから現金の交付を受けたわけではないので、 交

付させた」とはいえない。そのため、詐欺未遂罪の客観的構成要件を充足する。 

 (２)「 共同して犯罪を実行した」（60条）といえるには、①共謀、②正犯性、③共謀に基

づく実行行為を要する。 

  ア 甲・乙・丙は、Bから現金を詐取する計画を立て、それぞれが重要な役割を担当し

ていた（①・②充足）。 

  イ 甲の上記行為は当該計画に沿ったものであり、共謀に基づく（③充足）。 

  ウ したがって、甲・乙・丙は 共同して犯罪を実行した」といえる。 

 (３)上記行為につき、甲・乙・丙の認識に欠けることはなく、詐欺未遂罪の共同正犯につ

いての故意が認められる。 

 (４)よって、上記行為につき、甲・乙・丙には詐欺未遂罪の共同正犯が成立する。 

２．乙と丙がBを縛って 300 万円を持ち去った行為につき、強盗致傷罪の共同正犯（60条

240 条前段、236 条 1 項）の成否を検討する。 
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 (１) 暴行」とは、相手方の反抗を抑圧するに足りる程度の有形力の行使をいう。 

乙と丙は、B が一人暮らしをする B 宅という非公然の場所で、2 人がかりで B の手

足をロープで縛り、口を粘着テープで塞ぎ、床の上に倒している。このような場所でこ

のような行為をされると、高齢の者は物理的にも精神的にも反抗することができない。

そのため、当該行為は相手方の反抗を抑圧するに足りる程度の有形力の行使といえ、

 暴行」にあたる。 

 (２)乙と丙は、「 他人の財物」たるBの現金 300 万円を Bから交付を受けてはいないもの

の、Bの反抗抑圧状態を利用して持ち去っており、 強取」したといえる。 

 (３)結果として、Bは転倒して床に頭を打ち付け、全治 2週間の頭部打撲という傷害を負

い、 負傷させた」といえる。 

 (４)240 条の罪は、強盗の状況で死傷結果が生じやすいことから政策的に設けられた規定

であるから、死傷結果は強盗の機会に生じることを要する。 

   B の上記負傷は、乙及び丙による犯行から約 2 時間が経過した後に生じたものであ

って、強盗の機会に生じたとはいえないとも思える。もっとも、この負傷は、両者の緊

縛による足のしびれに起因するものである。また、この負傷は B が無理に動いたこと

によるものではあるものの、そのような危険性も緊縛行為に内包されていたものであ

り、因果関係も肯定できる。 

   したがって、Bの負傷は強盗に機会に生じたといえる。 

 (５)よって、乙及び丙には強盗致傷罪の共同正犯が成立する。 

３．上記行為につき、甲に強盗致傷罪の共同正犯が成立するかを検討する。 

 (１)甲・乙・丙の間では、強盗についての共謀はされておらず、また、乙と丙が強盗につ

いて新たな犯意を生じたのは B 宅に向かう道中である。また、乙と丙はそこから新た

に道具を調達しており、甲はそのことを知らない。そのため、乙丙間で形成された強盗

の共謀について、甲は何らの因果性も有していない。 

 (２)よって、甲には強盗致傷罪の共同正犯は成立しない。 

以 上 


